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第１章 計画の策定に当たって

１ 計画の策定に当たって

出生率の低下等により少子化が進む中、子育てへの不安・孤立感を持つ保護者の増加や待機児

童の発生など、子どもや子育てをめぐる環境が厳しさを増しています。これらの課題に対処し、

子育てをしやすい社会となるためには、国や地域を挙げて、子どもや家庭を支援する新しい仕組

みを構築することが求められています。

このような中、平成２４年８月には「子ども・子育て支援法」が制定され、また、平成２６年

４月には「次世代育成支援対策推進法」（平成３７年３月３１日までの時限立法）が改正されま

した。これらの法律に基づき、市町村は、５年を一期として、質の高い幼児期の学校教育・保育

や地域における子ども・子育て支援を総合的に提供するための「子ども・子育て支援事業計画」

（義務）を策定することや、母性並びに乳幼児の健康の確保・増進、子どもの心身の健やかな成

長に資する教育環境の整備、職業生活と家庭生活の両立の推進等について、その対策等を定める

「次世代育成行動計画」（任意）を策定することが定められました。

 これまで本市は、「元気発進！子どもプラン（北九州市次世代育成行動計画【平成２２～２６

年度】」などに基づき、保健・医療・福祉・教育をはじめ、雇用、住宅、生活環境等の幅広い施

策を展開し、総合的なまちづくりを進めてきました。しかしながら、少子化が急速に進む時代に

対応し、新たな一歩を踏み出すためには、子どもが健やかに育まれ、子どもを生み育てることの

喜びを実感できるまちの実現に向けた取り組みをより一層充実・強化する必要があります。

そこで、本市は、国の動向や「元気発進！子どもプラン」等の既存計画の成果や課題に加え、

「北九州市子ども・子育て会議」での審議や市民アンケート調査、パブリックコメントなどから

得られた市民意見等を踏まえ、子育て支援や少子化対策を進めるための「○○○○○○計画（北

九州市次世代育成行動計画および北九州市子ども・子育て支援事業計画）【平成２７～３１年度】」

を策定しました。
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２ 計画の位置付け       

本計画は、北九州市の子どもの健全育成や子育て支援の基本的方向および具体的な取り組みを

示すものであり、地域社会を構成する「家庭」「地域」「学校」「企業」「行政」が自らの役割を認

識し、一体となって取り組みを進めるための指針となるものです。

（１）計画の根拠と子どもに関わる他の計画との関係

本計画は、次世代育成支援対策推進法に基づく「次世代育成行動計画」と、子ども・子育て支

援法に基づく「子ども・子育て支援事業計画」を合わせた計画です。

また、次世代育成支援対策推進法では、「子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整

備」に関する計画も策定することとされています。この子どもの教育に係る行動計画は、「北九

州市子どもの未来をひらく教育プラン（改訂版）」＊1に定めることとし、本市の次世代育成行動

計画として位置付けます。

さらに本計画は、子どもに関わる他の計画である「市町村整備計画」＊2、「母子・寡婦自立促

進計画」、「母子保健計画」、「子ども・若者計画」を一体のものとして策定しています。

＊１：「北九州市子どもの未来をひらく教育プラン（改訂版）」の事務事業のうち、本冊子における４つの政策分野（●ページ参照）

に該当するものについては本冊子にも掲載し、それ以外は名称のみ記載しています（●ページ参照）

＊２：児童福祉法 56条の 4の 2第 1項に定める、保育の整備にかかわる計画

（２）北九州市基本計画やその他の計画との関係

本市では、北九州市基本構想・基本計画「元気発進！北九州」プラン(平成２５年１２月改訂)
の中で、まちづくりの目標として、「人と文化を育み、世界につながる、環境と技術のまち」を

掲げ、その下で「人づくり」をまちづくりの基本方針の一つとして、「子育て・教育日本一を実

感できる環境づくり」に取り組んでいます。

本計画は、この基本構想・基本計画の分野別計画に位置付けられるもので、「第３次北九州市

男女共同参画基本計画」、「北九州市の地域福祉（北九州市地域福祉計画）」、「北九州市健康づく

り推進プラン」、「北九州市障害者支援計画」、「（仮称）第四次北九州市高齢者支援計画」、「第二

次北九州市食育推進計画」などの関連する計画と相互に連携を図りながら、取り組みを推進しま

す。
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平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

北九州市住生活基本計画
平成２０年度～概ね１０年間

各 計 画 の 関 係 図

改訂版

改定版

第三次北九州市高齢者支援計画
(平成２４～２６年度)

北九州市環境基本計画（改定）
（平成２４～２８年度）

（仮称）第四次北九州市高齢者支援計画
(平成２７～２９年度)

北九州市スポーツ振興計画
（平成２３～３２年度）

北九州市の地域福祉（北九州市地域福祉計画）
（平成２３～３２年度）

北九州市健康づくり推進プラン
（平成２５～２９年度）

北九州市障害者支援計画
（平成２４～２９年度）

第二次北九州市食育推進計画
（平成２６～３０年度）

第二次北九州市高齢者支援計画

（平成２１～２３年度）

北九州市食育推進計画
（平成２１～２５年度）

北九州市子どもの未来をひらく教育プラン
（平成２１～３０年度）

北九州市男女共同参画基本計画（第２次）
（平成２１～２５年度）

健康福祉北九州総合計画（健康づくり部門）

（平成１８～２４年）

北九州市障害者支援計画

（平成１８～２２年度）

第３次北九州市男女共同参画基本計画
（平成２６～３０年度）

北九州市基本構想・基本計画（「元気発進！北九州」プラン）
（～平成３２年度）

元気発進！子どもプラン
（北九州市次世代育成行動計画 【平成２２～２６年度】）

※ひとり親家庭等自立促進計画、母子保健計画、保育計画を包含する

（仮称）元気発進！子どもプランの次期計画
北九州市次世代育成行動計画

　北九州市子ども・子育て支援事業計画
　【平成２７～３１年度】

※ひとり親家庭等自立促進計画、母子保健計画、
  保育計画、子ども・若者計画を包含する

【基本構想・基本計画】

【次世代育成行動計画】

【関連計画】
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３ 計画の対象

本計画の基本理念＊1は、「子どもの成長」と「子育て」を地域社会で支え合う“まちづくり”

であることから、子どもから高齢者まで、全ての市民を対象とします。

なお、本計画における「子ども」とは、１８歳未満の全ての子どもを基本とします。また、「若

者」とは、思春期、青年期のものに加え、社会生活を円滑に営む上での困難を抱えている４０歳

未満までの者も含みます。

＊１：基本理念は、１８ページ参照

４ 計画の期間

本計画の期間は、平成２７年度から平成３１年度までの５年間とします。

 ただし、計画期間中であっても、社会経済状況の変化や国の動向、市民ニーズなどを踏まえな

がら、必要に応じて計画を見直します。

 特に、子ども・子育て支援事業計画については、計画期間の中間年を目安に、必要な見直しを

行います。

５ 計画の推進

（１）推進体制

ア．北九州市子ども・子育て会議

「北九州市子ども・子育て会議」において、子ども・子育て支援事業計画の策定や変更の際に

は意見を聴くとともに、子ども・子育て支援施策の総合的かつ計画的な推進についての実施状況

等を調査審議しながら、着実に計画を進めていきます。

イ．北九州市少子化対策推進本部

庁内関係部局からなる「北九州市少子化対策推進本部（本部長：市長）」において、本計画に

基づく子どもの健全育成や子育て支援施策について、全庁的な立場から総合調整を図り、計画的

かつ効果的・効率的に推進します。

（２）ＰＤＣＡサイクル

子どもの健全育成や子育て支援の推進においては、子どもや子育て家庭の視点に立った柔軟か

つ総合的な取り組みが必要です。このため、個別事業が計画通りに進捗しているか（アウトプッ

ト）だけでなく、個別事業を束ねた施策や計画全体としてどの程度成果が上がっているのか（ア

ウトカム）について点検・評価を行い、施策の改善につなげていきます。

点検・評価の結果については、「北九州市子ども・子育て会議」等の意見を聴いた上で、市民

に分かりやすい形で公表します。
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なお、本計画の策定に当たっては、達成度を分かりやすくするため、できる限り数値目標を設

定することに努めました。

（３）行財政改革の視点

本計画の推進にあたっては、北九州市行財政改革大綱に基づき、官民の役割分担と持続的な仕

事の見直し、公共施設のマネジメントなどの取り組みや、選択と集中による経営資源の重点化な

どを図ります。

また、前述の点検・評価や年度ごとの予算編成過程において、事業内容の精査、見直しなどを

行っていきます。

（４）地域社会との連携・協力

地域社会を構成する「家庭」「地域」「学校」「企業」「行政」が自らの役割を認識し、一体とな

って子どもの健全育成や子育て支援の取り組みを進めていきます。「家庭」「地域」「学校」「企業」

に対して本計画の趣旨や内容の周知を図るとともに、連携・協力しながら計画を推進します。

（５）国における施策との調整

子どもの健全育成や子育て支援は、国レベルでの対応を求められることも多いため、本市とし

ては、国に対して必要な措置を求めていきます。
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第２章 北九州市の子どもや子育てを取り巻く現状と課題

本章では、子どもの健全育成や子育て支援のあり方を考える上でかかわりの深い、少子化や社

会経済の動向などの本市の子どもや子育てを取り巻く現状について整理しています。

なお、子どもや保護者の状況、また子育て支援施設での取り組みなど、個々の具体的な現状や

課題等については、各論において整理しています。

１ 本市を取り巻く現状

（１）少子化の動向

平成 24 年の出生数は 8,213 人、出生率（人口千対）は 8.5（全国 8.2）、合計特殊出生率

（女性が一生の間に生むと推定される子どもの数）は 1.53（全国 1.41）で、いずれも過去最

低となった平成17年と比較すると増加しています。

しかし、合計特殊出生率が、依然として人口置換水準（長期的に人口が安定的に維持される合

計特殊出生率の水準。標準的な水準は 2.1 前後、近年の日本における値は 2.07～2.08）を大

きく下回る状況が続いています。また、初婚年齢が遅くなる晩婚化や第１子出生時の母親の平均

年齢が上昇する晩産化が進行しており、少子化の原因となっています。

少子化の進行は、経済成長の鈍化、税や社会保障における負担の増大、地域社会の活力低下な

ど社会経済面だけでなく、子育て家庭同士や子ども同士がふれあう機会の減少など、子どもの育

ちや子育ての面でも深刻な影響を及ぼすことが指摘されています。

ア．人口

本市の人口は、昭和 54 年の 1,068,415 人（推計人口）をピークに減少傾向にあり、平成

１７年には１００万人を下回り、平成 25 年には 968,122 人（推計人口）となりました。ま

た、国全体の人口も、平成22年の128,057,352人（国勢調査結果）をピークに減少に転じ

ています。

年齢区分別割合を見ると、昭和55年から平成22年までの30年間に、0歳～14歳は23.1％

から 13.0％に減少、15 歳～64 歳は 68.1％から 61.7％に減少している一方で、65 歳以上

は8.7％から25.2％に増加しており、少子高齢化が進んでいます。

本市の人口 増減 全国の人口 増減
昭和45年 1,042,318 － 104,665,171 －
50 1,058,058 15,740 111,939,643 7,274,472
55 1,065,078 7,020 117,060,396 5,120,753
60 1,056,402 △ 8,676 121,048,923 3,988,527

平成2年 1,026,455 △ 29,947 123,611,167 2,562,244
7 1,019,598 △ 6,857 125,570,246 1,959,079
12 1,011,471 △ 8,127 126,925,843 1,355,597
17 993,525 △ 17,946 127,767,994 842,151
22 976,846 △ 16,679 128,057,352 289,358
25 968,122 △ 8,724 127,262,598 △ 794,754

資料：総務省「国勢調査
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 注：平成 25年は、北九州市推計人口（10月 1日現在）と全国推計人口（7月 1日現在）
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北九州市の年齢区分別人口割合の推移北九州市の年齢区分別人口割合の推移

上段：割合

下段：人口（単位：千人）

（％）

資料：総務省「国勢調査」

イ．出生

本市の出生数は、第2次ベビーブーム（昭和46～49年）以降減少傾向にあり、平成17年

には 8,196 人と過去最も少ない出生数となりました。その後は 8,200 人台から 8,500 人台

の間で増減し、平成24年は8,213人（前年比164人減）となっています。

合計特殊出生率については、平成 17 年に過去最低の 1.30 となりましたが、その後は 6 年

連続で増加し、平成24年は1.53となっています。また、本市の合計特殊出生率（平成22年）

は、全国平均を上回り、政令市中で2番目に高い数値となっています。

母親の年齢階級別出生数を見ると、20代は減少、30代は増加傾向にあり、平成24年は30

代前半が2,767人と最も多く、次いで20代後半2,488人、30代後半1,520人、20代前

半991人でした。

また、第一子を生んだときの母親の平均年齢は全国平均を下回っているものの、年々上昇傾向

にあり、平成24年が29.4 歳となっています。

このように、出産したときの母親の平均年齢が上昇する晩産化の傾向が見られます。
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資料：厚生労働省「人口動態調査」

資料：厚生労働省「人口動態調査」、北九州市は「北九州市衛生統計年報」

出生率 合計特殊出生率 出生率 合計特殊出生率

札 幌 市 7.7 1.09 名 古 屋 市 9.1 1.36
仙 台 市 9.0 1.20 京 都 市 8.0 1.17
さ い た ま 市 9.2 1.38 大 阪 市 9.0 1.26
千 葉 市 8.5 1.35 堺 市 9.0 1.43
横 浜 市 8.8 1.31 神 戸 市 8.4 1.29
川 崎 市 10.2 1.30 岡 山 市 9.6 1.45
相 模 原 市 8.5 1.28 広 島 市 9.9 1.47
新 潟 市 8.1 1.31 北 九 州 市 8.6 1.48
静 岡 市 8.2 1.42 福 岡 市 10.0 1.25
浜 松 市 9.2 1.57

出生率の政令市比較（平成２２年）

資料：厚生労働省「人口動態調査」
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資料：構成労働省「人口動態調査」

資料：厚生労働省「人口動態調査」

ウ．婚姻

本市の 15歳以上人口の未婚率は、平成 22 年は男性 29.7％、女性 23.0％で、国全体と比

較すると、男性は 1.6 ポイント低く、女性は 0.1 ポイント高くなっています。本市の未婚率の

経年変化を年齢階級別に見ると、男女ともに全ての階級で上昇傾向にあります。特に男性では 

３５歳～３９歳が３２．７％で、昭和５５年に比べ２５．２ポイント上昇し、女性では25歳～

29歳が58.1％と 30.5 ポイント上昇しました。

また、初婚年齢についても上昇し続けており、少子化の原因の一つと言われている晩婚化の傾

向が見られます。

資料：総務省「国勢調査」
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資料：総務省「国勢調査」

資料：厚生労働省「人口動態調査」

（２）社会経済等の動向

人口減少社会の到来や世界的な金融不安、東日本大震災の発生などこれまで経験したことのな

いような社会経済環境の大きな変化が、本市の経済においてもさまざまな影響を及ぼしていると

考えられます。
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このような中で、本市の財政状況は、高齢化社会の進展による福祉・医療関係経費の伸びや、

老朽化した公共施設の改修・更新経費の増加等が見込まれるなど、さらに厳しさを増すことが予

想されます。このため、「北九州市行財政改革大綱」（平成２６年２月策定）を着実に実施し、簡

素で効果的かつ効率的な行財政運営を推進し、活力ある北九州市の実現を目指していくこととし

ています。

ア．産業の状況

平成21年の本市の事業所数は、47,796事業所、従業者数は490,347 人です。

産業分野別に見ると、卸売・小売業が 13,426 事業所で全体の 28.1％を占め、次いで宿泊

業・飲食サービス業6,579 事業所（構成比13.8％）、建設業4,451事業所（同9.3％）とな

りました。従業者数は、卸売・小売業が 98,393 人で全体の 20.1％を占め、次いで製造業

64,726人（構成比13.2％）、医療・福祉業63,488人（同12.9％）となりました。

資料：総務省「平成２１年経済センサス」

イ．就労の状況

平成22年の本市の労働力人口は460,697人で、平成17年に比べて12,721人減少しま

した。男女別に見ると、男性が260,735人（9,295人減）、女性が199,962人（3,426人

減）でした。また、平成25年度の有効求人倍率は0.86で、平成22年度から上昇傾向にある

ものの、平成18年度と比較すると 0.08ポイント低下しています。

また、本市の女性の年齢階級別労働力率は、結婚・出産期に当たる年代にいったん低下し、育

児が落ち着いた時期に再び上昇するという、いわゆる「Ｍ字カーブ」を描いています。底の部分

は平成７年から平成22年の１５年間で１１．６ポイント上昇し浅くなっていますが、依然とし

て３０歳代でいったん低下する傾向にあります。



12 

資料：総務省「国勢調査」

資料：北九州市統計年鑑

資料：総務省「国勢調査」
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ウ．世帯の動向

平成22年の本市の世帯総数は420,702世帯（一般世帯：419,984世帯、施設等の世帯：

718世帯）で、平成17年に比べて7,192世帯増加しました。 

このうち、一般世帯を家族類型別に見ると、核家族世帯 241,293 世帯（一般世帯に占める

割合57.5％）、その他の親族世帯28,875世帯（同6.9％）、非親族世帯3,466世帯（同0.8％）、

単独世帯145,276世帯（同34.6％）で、核家族世帯の割合が減少し、単独世帯が増加してい

ます。核家族世帯の構成を見ると、夫婦のみの世帯と、ひとり親と子どもの世帯が増加し、夫婦

と子どもの世帯が減少しています。また、１世帯当たりの人員が減少しています。 

※ 核家族世帯…夫婦のみの世帯、夫婦と子どもからなる世帯、ひとり親と子どもからなる世帯 

※ その他の親族世帯…二人以上の世帯員からなる世帯のうち、世帯主と親族関係にある世帯員のいる世

帯（核家族世帯を除く） 

※ 非親族世帯…二人以上の世帯員からなる世帯のうち、世帯主と親族関係にあるものがいない世帯 

※ 単独世帯…世帯人員が一人の世帯 

資料：総務省「国勢調査」 

資料：総務省「国勢調査」 
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   資料：総務省「国勢調査」

エ．住宅事情

平成 22 年の本市の住宅所有割合は、持ち家世帯 53.2％、民営の借家世帯 29.6％、公営の

借家世帯8.1％でした。世帯主の年齢別に見ると、40代で持ち家に住む世帯と借家に住む世帯

の割合が逆転し、持ち家世帯の方が多くなっています。 

資料：総務省「国勢調査」 

オ．北九州市の財政運営

本市は、厳しい財政状況の中で、少子高齢化対策や新成長戦略、安全・安心への取り組みなど

多様な行政需要に対応していくことが求められています。状況に的確に対応していくため、平成

26年度からは北九州市行財政改革大綱に基づき、より一層の「選択と集中」を行いながら、持

続可能で安定的な財政の確立、維持に努めていく必要があります。
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２ 国の動き

国においては、平成2年の「1.57ショック」を契機に、出生率の低下と子どもの数が減少傾

向にあることを「問題」として認識し、子どもを生み育てやすい環境づくりに向けての対策の検

討が始まり、平成 6 年、今後 10 年間の子育て支援について取り組むべき基本的方向と重点施

策を定めた「エンゼルプラン」が策定されました。

平成15年には、地方自治体および企業における10年間の集中的・計画的な取り組みを促進

するため、「次世代育成支援対策推進法」（平成26年４月改正。平成36年度まで期限延長）や

「少子化社会対策基本法」が制定され、平成１６年には取り組みの指針である「少子化社会対策

大綱」と具体的な実施計画である「子ども・子育て応援プラン」が決定されました。さらに、平

成 18年には、少子化対策の抜本的な拡充、強化、転換を図るため、「新しい少子化対策につい

て」が決定されました。

平成 19年には、「働き方の見直しによる仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の

実現」と「包括的な次世代育成支援の枠組みの構築」を車の両輪とする「『子どもと家族を応援

する日本』重点戦略」が決定され、両立支援に向けて「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バ

ランス）憲章」と「仕事と生活の調和推進のための行動指針」が決定されました。

平成22年には、少子化に対処するための施策の指針（総合的かつ長期的な少子化に対処する

ための施策の大綱とその実施計画）として、「子ども・子育てビジョン」が策定されました。

平成24年には「子ども・子育て支援法」が制定され、質の高い幼児期の学校教育・保育や地

域の子育て支援を総合的に提供する、子ども・子育て支援新制度の取り組みが始まりました。平

成２５年には、①子育て支援、②働き方改革、③結婚・妊娠・出産支援を３本の矢（柱）とする

「少子化危機突破のための緊急対策」が決定され、若い世代が家族を形成し、子育てに伴う喜び

が実感でき、子どもたちにとってもより良い社会を実現するための取り組みが進んでいます。
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３ 元気発進！子どもプラン（平成 22～26年度）の取り組みと評価

（１）取り組み内容

本市では、これまで「北九州市子どもプラン（平成９年２月策定）」「北九州市少子社会対策推

進計画（新子どもプラン、平成１２年１１月策定）」、「新新子どもプラン（北九州市次世代育成

行動計画【平成１７～２１年度】）」、「新新子どもプラン拡充版（中間見直し）」等に基づく取り

組みを踏まえ、「元気発進！子どもプラン（北九州市次世代育成行動計画【平成２２～２６年度】）」

を策定し、これらの計画に基づき、保健、医療、福祉、教育をはじめ、雇用、住宅、生活環境等

の幅広い分野で、総合的に子どもの健全育成や子育て支援に取り組んできました。

その中で、北九州市らしい特色のある取り組みとしては、

○小児救急センターをはじめとする２４時間対応の小児救急医療体制における総合的な救急医

療の提供

○保育所の不足する地域の定員増に努め、年度当初の待機児童を解消するとともに、就労形態の

多様化等に伴う保護者のニーズに対応した特別保育の充実

○希望する全ての児童を受け入れるための放課後児童クラブの充実

○子どもが遊び、子育て相談や交流・情報交換等ができる「子どもの館」「子育てふれあい交流

プラザ」「親子ふれあいルーム」など子育て支援施設の運営

○生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問する「のびのび赤ちゃん訪問」や身近な場所で

保健師等の専門家が相談を受ける「妊産婦・乳幼児なんでも相談」の実施

○外出時に授乳やおむつ替えできる「赤ちゃんの駅」事業の官民協働による推進

○青少年の健全育成を行うために若者の活動拠点となる「ユースステーション」や、悩みや課題

を抱える若者の自立を支援する「子ども・若者応援センター『ＹＥＬＬ』」の設置・運営

○企業、働く人、市民、行政で構成する「北九州市ワーク・ライフ・バランス推進協議会」を中

心とした仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進

などに取り組みました。

さらに、市民ニーズを踏まえ、母子健康診査の充実や、乳幼児等医療費、特定不妊治療費に対

する公費助成の拡充等、母子の健康確保や経済的負担の軽減などにも努めてきました。

（２）評価と課題

これらの取り組みに対する市民の評価としては、市民意識調査において「子育て支援の推進」

が、平成２２年度に前年度の１９位から４位に上昇し、以降４位・５位で推移する等高い評価を

受けています。また、ＮＰＯ法人が実施している「次世代育成環境ランキング」において、平成

１７年度から平成２５年度まで政令指定都市の中で常にトップに位置づけられています（平成２

２年度は２位、それ以外は１位）。このように、本市の子育て支援の取り組みは、市内外から一

定の評価を受けています。

一方、

○子ども・子育て支援新制度の施行（平成２７年度予定）を控え、地域のニーズを踏まえた質の

高い幼児期の学校教育・保育を総合的に提供することや、年間を通した待機児童の解消が求め
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られている

○少子化社会の問題は、社会経済全体に深刻な影響を及ぼすことが指摘されるなど国や地域を挙

げて取り組むべき社会的課題であり、地方自治体としてその緊急性に鑑み、結婚・妊娠・出産

から育児にわたる一貫した切れ目ない支援や働き方の見直しなどワーク・ライフ・バランスの

推進等に取り組み、より一層子どもを生み育てやすい環境づくりを進める必要がある

○妊娠・出産・育児期を通じた保健指導や相談体制の確保が重要である

○全国的な医師不足の中、本市の優れた周産期医療体制や小児救急医療体制を維持していく必要

がある

○仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）を推進するため、事業者や働く人が働き方や

ライフスタイルを見直していく必要がある

○有害サイトや脱法ドラッグによる被害など青少年を取り巻く社会環境が変化する中で、社会全

体で青少年の非行防止や立ち直り支援、薬物乱用防止などに取り組む必要がある

○ひとり親家庭が自立し、安定した生活を営むことができるよう就業支援、経済的支援、子育て・

生活支援、相談・情報提供などの取り組みや、子どもの貧困対策として、世代を超えた貧困の

連鎖解消に向けた取り組みを進める必要がある

○発達障害等の早期発見および対応の充実に取り組む必要がある

○必要とされる子育てに関する情報が、タイムリーに市民に届くよう、情報提供のあり方を見直

すとともに、内容を充実させる必要がある

などの課題もあります。
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第３章 計画の基本的な考え方

１ 基本理念と計画の視点等

（１）基本理念

「子どもの成長」と「子育て」を地域社会で支え合う“まちづくり”

      ～「子育て日本一を実感できるまち」の実現を目指して～

 子どもは「社会の希望」であり、「未来をつくる存在」です。子どもの健やかな育ちと子育て

を支えることは、子どもや保護者の幸せにつながることはもとより、将来の担い手を育成する未

来への投資であり、市民にとって重要な意味を持ちます。そのため、「子どもの成長」と「子育

て」について、全ての市民が自分の問題として捉え、その置かれた状況に応じた役割を果たし、

地域社会全体で支えなければなりません。

 保護者が子育てについての第一義的責任を有するという基本的認識のもとで、家庭が、そして

地域や学校、企業、行政といった地域社会全体が子育て力を高め、全ての子ども達が健やかに成

長し、市民一人一人が家庭を持つことや子どもを生み育てることの喜びを実感できる「子育て日

本一を実感できるまち」の実現を目指します。

 このような基本理念を踏まえ、以下の項目を本計画の策定や推進に当たっての視点としていま

す。

（２）計画の視点

ア．子どもの視点

子どもの健全育成や子育て支援の推進に当たっては、子どもの権利を擁護し、子どもの幸せを

第一に考え、子どもの利益を最大限に尊重する必要があります。子どもは自ら育つ主体であり、

子ども自身が生きている実感や自己肯定感を持ちながら、思いやりの心をもつ、自立した心を育

んでいけるよう、家庭、地域、学校等における生活のあらゆる場面で、「子どもの最善の利益」

に配慮しながら支援することが重要です。

イ．全ての子どもと家庭を支える視点

子育てにおけるさまざまな問題を踏まえて、広く全ての子どもと子育て家庭を支援し、一人一

人の子どもの健やかな成長を等しく保障することを目指すという考えの下、計画を推進します。

特に社会的養護を必要とする子ども、ひとり親家庭、障害や疾病のある子ども、児童虐待、貧困

など特別な支援を要する家庭への支援を充実します。 

ウ．子どもの成長と次代の親づくりの視点

子どもは、段階を経ながら成長し、次代の親へとつながる存在です。乳幼児期には心情、意欲、

態度、基本的生活習慣等、生涯にわたる人格形成の基礎が培われ、学童期には自立意識や他者理
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解等の社会性の発達が進み、著しく心身も成長します。青年期には、より一層の自我意識、社会

的意識が発達し、自立に向けた準備が整う時期です。このように、長期的な視野に立ち、子ども

が豊かな人間性を形成し、自立し、次代の親となるために、それぞれの時期に応じた確かな成長

を支えることが必要です。

エ．親としての成長を支える視点

子育てとは、保護者が日々成長する子どもの姿を見ながら、喜びを直接感じることができる行

為です。それは同時に、初めて子どもを持った親にとっては、子育てに不安を感じながら親とし

て成長する過程でもあり、自己肯定感を持ち、子どもと向き合うことが、生きがいへとつながり

ます。子育て支援を行う者は、保護者が子育ての責任を果たし、その権利を享受することの重要

性を踏まえ、保護者に寄り添い成長につながる支援をしていくことが大切です。

オ．地域社会全体で支援する視点

子育ての第一義的責任は保護者にありますが、子育ては次代の担い手を育成する営みであると

いう観点から、子どもと子育て家庭を地域社会全体で支えていく必要があります。地域社会を構

成する家庭、地域、学校、企業、行政が子育て支援の重要性の理解を深め、力を合わせて支援す

る「子育て支援型社会」の実現に向けた取り組みが必要です。

また、子育ては男女が協力して行うべきものです。男女が互いに人権を尊重しつつ責任も分か

ち合い、性別に関わりなく、その個性と能力を十分に発揮することができる「男女共同参画社会」

の形成を図ることも必要です。

（３）少子化社会への対応

少子化社会の問題は、結婚や妊娠、出生など個人の考え方や価値観に関わる問題であり、個人

の自由な選択が最優先されることは言うまでもありません。

一方で、少子化等による人口構造の変化は、労働力人口の減少や経済成長への影響、社会保障

体制の維持、子ども同士の交流機会の減少など、社会経済全体のみならず子どもの成長にも深刻

な影響が懸念される社会的課題であり、この少子化の進行に歯止めをかけるため、国や地域を挙

げた対策に取り組むことが求められています。

これらを踏まえ本市は、本計画において、親子の健康保持や増進、質の高い幼児期の学校教育・

保育の提供、青少年の健全育成、特別な支援を要する子どもへの支援、仕事と生活の調和（ワー

ク･ライフ･バランス）の推進などに取り組み、夫婦等が希望する人数の子どもを持てるよう、安

心して生み育てられることができる環境づくりを進めていきます。
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２ ４つの政策分野と１４の施策

基本理念および計画の視点を踏まえ、「元気発進！子どもプラン」の成果や課題、また子ども

や子育て家庭の実態、少子高齢化や核家族化、都市化等の社会情勢、子どもとその保護者を取り

巻く経済や労働の状況、子ども・子育て支援新制度の施行、ライフステージ等を勘案しながら、

次の４つの政策分野と１４の施策で本計画（次世代育成行動計画部分）を構成しました。

政策分野１ 安心して生み育てることができる環境づくり

子どもを安心して生み育てるためには、生まれる前から自立するまで、また家庭から社会環境

まで、幅広く支援に取り組むことが重要です。

親子の健康の保持・増進は、人が生涯を通じて健康な生活を送るための第一歩です。子どもの

心と体が健康に育つ社会を構築するために、妊娠・出産から乳幼児期および思春期の保健・医療

体制の一層の充実を図ります。子育てに悩む家庭を支えるために、相談支援体制の充実や地域に

おけるネットワークづくりを進めるとともに、子育て家庭が学ぶ場を提供するなど家庭の教育力

の向上に努めます。

また、男女が協力しながら家庭での責任を果たし、ともに子育てに向き合えるよう、仕事と生

活の調和（ワーク･ライフ･バランス）の推進に向けた取り組みや、身の回りに潜む危険を知り、

事故を未然に防ぎ危機を回避できるよう、子どもの視点に立った安全・安心なまちづくりを進め

ます。

［施策］（１）母子保健

（２）母子医療

（３）子育ての悩みや不安への対応

（４）家庭の教育力の向上

（５）仕事と生活の調和（ワーク･ライフ･バランス）の推進

（６）安全・安心なまちづくり

政策分野２ 子どもの育ちを支える幼児期の学校教育や保育の提供

乳幼児期は、心情や意欲、基本的な生活習慣など生涯にわたる人格形成の基礎が培われる大切

な時期であり、認定こども園や幼稚園、保育所等では、保育者が一人一人の子どもの違いに留意

し、それぞれの役割に応じた支援に取り組む必要があります。また、市民の保育サービス充実へ

の期待は大きく、待機児童の解消や働き方に応じた多様な保育サービスの提供が求められていま

す。

これらを踏まえ、職員研修等を通じて教育・保育の質の向上を図るとともに、保育の量的拡

大や多様な保育サービスの充実に努めます。また、教育・保育施設が地域における子育て支援拠

点としての機能強化を図るための支援を行います。

［施策］（７）幼児期の学校教育や保育の提供
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政策分野３ 子どもや若者の健やかな成長や自立を支える環境づくり

青少年期は感受性が豊かになり、自立意識や他者理解等の社会性の発達が進む大切な時期です。

さまざまな体験活動やボランティア活動を通じて、子どもたちの健やかな成長を支援します。

放課後の居場所づくりや青少年の自主的な活動を進めるため、放課後児童クラブやユースステ

ーション等を運営し、子どもや子育て家庭のニーズを踏まえ、さらなる魅力づくりに取り組みま

す。

また、地域社会全体が連携・協力しながら非行防止や自立支援などに取り組み、子どもや若者

が直面するさまざまな課題に対応していきます。

［施策］（８）放課後児童クラブ

（９）青少年の健全育成

（10）子どもや若者の自立や立ち直りの支援

政策分野４ 特別な支援を要する子どもや家庭への支援

家庭での養育が困難で社会的養護が必要な子どもや障害のある子どもの成長と自立を支援す

るため、子どもや家庭の状態に応じた適切な支援の充実を図ります。

また、ひとり親家庭が抱えるさまざまな悩みや不安に対応するとともに、経済的・社会的な自

立に向けた支援を行います。

さらに、依然として児童虐待が発生し、深刻化していることから、児童虐待の早期発見・早期

対応に向けた取り組みを進めるとともに、全ての子どもの人権が尊重される社会づくりを進めま

す。

［施策］（11）社会的養護の必要な子どもへの支援
（12）ひとり親家庭への支援
（13）児童虐待への対応
（14）障害のある子どもへの支援

３ 北九州市子ども・子育て支援事業計画

本計画を構成する「北九州市子ども・子育て支援事業計画」は、「子ども・子育て支援法に基

づく基本指針」に即して構成し、「北九州市子ども・子育て支援に関するアンケート」により把

握した市民ニーズや各事業の実施状況を踏まえ策定しました。

（１）幼児期における学校教育・保育の推進

（２）地域における子ども・子育て支援の推進

（３）幼児期の学校教育・保育の一体的提供および推進体制の確保

（４）産後の休業および育児休業後における教育・保育施設等の円滑な利用の確保

（５）子どもに関わる専門的な知識および技術を要する支援に関する施策と実施と連携

（６）労働者の職業生活と家庭生活を両立するための雇用環境の整備に関する施策との連携
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３ 家庭、地域、学校、企業、行政の役割と相互の連携

子育ての第一義的責任は父母その他の保護者にありますが、子育ては次代の担い手を育成する

という観点から、子どもと子育て家庭を地域社会全体で支えていく必要があります。

地域社会の構成員である「家庭」「地域」「学校」「企業」「行政」は、子どもの健全育成や子育

て支援の重要性の理解を深め、自らの役割を認識し、相互に連携・協力しながら、保護者に寄り

添い支援することが重要です。

 〇 家庭の役割

  子どもの健全な成長を支える最も重要な生活の場であり、親や家族の愛情の下で基本的な生

活習慣を身に付けるとともに、人に対する信頼感や倫理観、自立心などを育みます。

 〇 地域の役割

地域社会全体で子どもを育てていくという認識を共有し、地域住民が主体となった子育て支

援活動などを通じて、見守り、ふれあい、支え合いの輪を広げます。

 〇 学校の役割

子どもたちのたくましく生きる力と豊かな心を育む教育の充実に努めるとともに、学校施設

を活用した生涯学習などを通じて、地域における多様な活動の場としての機能・役割の充実に

努めます。

 〇 企業の役割

子どもの健全な成長のためには、男女がともに協力しながら子育てに向き合うことが必要と

いう認識を共有し、仕事と子育ての両立支援への取り組みを進めます。また、地域社会の一員

として、福祉、芸術、文化、スポーツなど、地域社会への一層の貢献と参画に努めます。

 〇 行政の役割

子どもの健全育成や子育て支援の推進に向けて、市民のニーズや地域の実情に応じたきめ細

かな施策の推進や、地域住民や企業等が主体となった活動の支援・促進に取り組むとともに、

家庭や地域、企業をはじめ地域社会全体の理解と協力を求めていきます。
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「元気発進！子どもプラン」の次期計画における全体概要（理念、視点、構成など)

「子どもの成長」と「子育て」を地域社会で支え合う“まちづくり”
～「子育て日本一を実感できるまち」の実現を目指して～

家庭や地域、学校、企業、行政といった地域社会全体の子育て力を高め、全ての子どもが健やかに成長し、市民一人一人が家庭を持つことや

子どもを生み育てることの喜びを実感できる「子育て日本一を実感できるまち」の実現を目指します。

【基本理念】

【５つの視点】

地域社会全体で支援する視点全ての子どもと家庭への視点 親としての成長を支える視点子どもの視点 子どもの成長と次代の親づくりの視点

理
念
・
視
点

４
つ
の
政
策
分
野

の
施
策

子
ど
も
・
子
育
て

支
援
事
業
計
画

個 別 事 業

４産後の休業および育児休業後における教育・保育の円滑な利
用の確保
５子どもに関する専門的な知識および技術を要する支援に関す
る施策の実施と連携

６労働者の職業生活と家庭生活の両立のための雇用環境の整

備に関する施策との連携

■ 次期計画

14

【施 策】

（１）母子保健

①安全に安心して妊娠・出産でき
る環境づくり
②発達の気になる子どもの早期発
見、早期支援体制の強化
③養育支援の必要な家庭に対す
る支援の充実
④基本的生活習慣の定着や食育
の推進
⑤適切な思春期保健の推進

（２）母子医療

①周産期医療・小児救急医療体
制の維持・確保
②子どもの感染症予防の推進
③不妊治療に関する支援の充実
および市民の理解促進

【施 策】

（７）幼児期の学校教育や保育の提供

①保育の量の確保と教育・保育の質の
向上
②幼稚園、保育所等における多様な
ニーズに対応した保育サービスの充実
③幼稚園、保育所等における障害児
保育の充実
④保育所、幼稚園等と小学校の連携
の充実
⑤幼稚園、保育所等における子育て
支援の充実
⑥教育・保育に関する情報提供

【施 策】

（８）放課後児童クラブ

①放課後児童クラブの運営基盤の強化
②放課後児童クラブの魅力向上

（９）青少年の健全育成

①青少年への社会体験活動の機会や場の提
供
②有害環境から青少年を守り、非行を未然に
防止するための取り組みの推進
③脱法ドラッグをはじめとする薬物等の乱用防
止対策の推進
④不登校やいじめの未然防止、解消に向けた
取り組みの推進
⑤デートＤＶ予防啓発の推進

（１０）子ども・若者の自立や立ち直りの支援

①若者の自立を支援する環境づくり
②非行からの立ち直りを支える取り組みの推進

【施 策】

（１１）社会的養護が必要な子どもへの支援

①児童養護施設における生活環境整備等の促進
②里親や小規模住居型児童養育事業の普及促進

（１２）ひとり親家庭への支援

①ひとり親家庭の生活の安定と向上

（１３）児童虐待への対応

①児童虐待の発生予防・早期発見・早期対応および
適切な支援

（１４）障害のある子どもへの支援

①障害のある子どもの早期発見と相談・支援体制の

強化

②保育所等での障害のある子どもの受け入れや保育

内容の充実と、小学校等入学時の情報伝達の強化

③障害のある子どもの放課後対策の充実
④ライフステージを通じた相談支援体制の強化と、レ
スパイトなど保護者の負担軽減の充実

⑤重度の障害のある子どもへの支援の強化

⑥発達障害のある子どもへの支援の充実

４．特別な支援を要する
子どもや家庭への支援

３．子どもや若者の健やかな成長

や自立を支える環境づくり

２．子どもの育ちを支える
幼児期の学校教育や保育の提供

１．安心して生み育てる
ことができる環境づくり

１幼児期における学校教育・
保育の推進
①教育・保育の提供区域の設
定
②教育・保育の量の見込みと
確保の方策

２地域子ども・子育て支援の推進
①地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保の方策

▼妊婦健康診査 ▼乳児家庭全戸訪問 ▼養育支援訪問 ▼利用者支援 ▼

地域子育て支援拠点事業 ▼子育て短期支援（トワイライトステイ、ショートステイ）

▼一時預かり ▼延長保育 ▼病児・病後児保育 ▼ほっと子育てふれあい事業

▼放課後児童クラブ

３教育・保育の一体的提供および推進体制の確保
①認定こども園の普及
②教育・保育および地域子ども・子育て支援の役割、必要
性とその推進
③教育・保育施設と地域型保育事業、小学校との連携

（３）子育ての悩みや不安への対応

①地域における子育て支援の環境づくり
②市民が利用しやすい相談体制
③必要とされる子育てに関する情報が市民に届く仕組
みづくり
④多様化・複雑化した悩みへの支援

（４）家庭の教育力の向上

①子どもの健全育成の基礎となる家庭の教育力の向上
②地域等と連携した家庭の教育力の向上
③非行や虐待を生まないための家庭の教育力の向上

（５）仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進

①事業者等との共同による仕事と生活の調和の推進
②男性の家事・育児への参加促進

（６）安全・安心なまちづくり

①子育て家庭が利用しやすい公園・遊び場の整備
②安全・安心を実感できるまちづくりの推進
③子育てに優しい都市環境の整備
④子育てしやすい住環境の提供
⑤交通安全の推進


